
 

 

 

 

 

《 ２０２５年 ９月調査 》 

◆商業地：トランプ関税等による先行き不透明感を反映して三大都市圏のすべてで地価の上昇幅は縮小 

商業地指数の「現在」は、東京圏が 83.4、大阪圏は 78.8、名古屋圏は 66.0となりました。前回との比較では、東京

圏が 86.1から下落、大阪圏と名古屋圏もそれぞれ 81.3 と 75.0から下落しています。株式市場は引き続き堅調です

が、トランプ関税等による景気の先行き不透明感が不動産市場に影を落とし始めています。 

東京のオフィス市場では、大規模ビルのテナント成約率は竣工時点で 70％程度と言われます。しかし、来年は

2023 年以来の大量供給が予定されており、供給が集中する港区を中心に成約率は再び悪化することが予想されて

います。また、建築費はこの 10年で 4割上がったと言われますが、建築費の動向が読みにくいこともあって、最近は

事業期間が長期に及ぶ大規模開発よりも比較的小規模な開発事業が増加傾向にあります。 

今年は欧州等で熱波による被害が深刻なものとなりましたが、ＳＤＧｓやＥＳＧ投資の観点からすれば、既存ビルの

解体時や廃材処分時に大量のＣＯ２が発生する大規模開発よりも、既存ストックの有効活用を図る再生型の街づくり

のほうが環境に優しく、社会的にも望ましいことになります。オフィス床の供給がほぼ完了する再来年以降は、国や

自治体が策定する都市計画の基本方針が大きく見直される可能性も指摘されています。 

地方では、ＡＩ半導体のラピダスやＴＳＭＣが進出した北海道千歳市や熊本県菊陽町がバブル状態となっている

一方で、バブル状態が続いたスキーリゾートのニセコでは中国資本によるホテル開発が中断しています。 

◆住宅地：外国人を中心とする富裕層の需要が地価を牽引する東京圏では引き続き地価の上昇幅が拡大 

住宅地指数の「現在」は、東京圏が 82.0、大阪圏は 73.1、名古屋圏は 68.3となりました。前回との比較では、東京

圏は 78.8 から上昇しましたが、大阪圏と名古屋圏はそれぞれ 76.8 と 74.9 から下落しています。大阪圏と名古屋圏

は商業地と同様ですが、東京圏では外国人を中心とする富裕層の住宅需要が地価を牽引しています。 

最近の住宅市場は、中国経済の影響を多分に受けています。中国ではゼロコロナ政策で上海等の主要都市を

ロックダウンした後遺症が大きく、アフター・コロナでは不動産バブルの崩壊や若者を中心に失業率の上昇を招い

てしまいました。この結果、自国への失望や子供の教育の観点から日本への移住を決意する富裕層が増え続け、

これを社会現象として捉えた「潤日（ルンリー）」という言葉も聞かれるようになりました。 

東京での新築マンション価格の高騰はこの潤日による部分が大きいのですが、最近は値上げの波が中古市場

を越えて賃貸市場にも及んでいます。賃貸マンションを購入した中国人のオーナーが民泊への転用を目論んで

法外な家賃を要求したり、日本人がオーナーのマンションでも元本価格が上昇した影響で契約更新時の賃料は

増額改定されるケースが多く、日本人にとっては住みにくい街が増えています。 

 

【調査実施期間】 2025年 8月 1日 ～8月 31日 （調査は半期毎に実施） 

【調査対象者数】 ㈱三友システムアプレイザルと提携する全国の不動産鑑定士 143名 

【対象者の内訳】 東京圏 36 名（25.2％） 〔東京・神奈川・埼玉・千葉〕 

大阪圏 26 名（18.2％） 〔大阪・京都・兵庫・奈良〕 

名古屋圏 11 名（ 7.7％） 〔愛知・三重〕 

その他の地方圏 70 名（48.9％） 〔上記以外〕 

【指数算出方法】 三友地価予測指数は、商業地・住宅地ともに地価の先行指標となり得る高度利用地を前提とし、地価の

趨勢を上昇（100）・やや上昇（75）・横ばい（50）・やや下落（25）・下落（0）の 5 段階の指数で評価し、指

数毎に回答者比率を乗じて加算した結果である。地価動向の「現在」は過去 6 ヵ月の推移を踏まえた現時

点における地価の趨勢（ベクトルの角度的なもの）を、「先行き」は 6 ヵ月先のそれを示すものである。なお、

本指数は地価動向の見方に関する強気・弱気の程度を指数化したものであり、各圏域の地価水準自体を

表すものではない。また、指数は 50ポイントが強気（上昇）・弱気（下落）の分かれ目となるが、指数の推移

と各圏域内における実際の地価変動とは必ずしも一致するものではない。 

令和 7年 10月 1日 全国の不動産鑑定士による現在の地価動向と今後の予測 

三友地価予測指数 SSRI 7-4 

 SANYU Land Price Forecast Index 

 トピック調査「不動産市場におけるＳＤＧｓとＥＳＧ投資」 
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株式会社三友システムアプレイザルは国内最大の不動産鑑定士・ 

不動産調査員の提携網を有し、不動産の鑑定評価・調査・データ 

サービスを提供する不動産鑑定業界のリーディング・カンパニーです。 

本 社 
〒102-0093 東京都千代田区平河町 1丁目 2 番 10 号 
平河町第一生命ビル４Ｆ 
TEL: 03-5213-9750 FAX: 03-5213-9760 

大 阪 支 店 
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グループ企業 
株式会社タス（クラウド型の不動産評価アプリケーションサービス） 

株式会社事業性評価研究所（農林水産業分野における事業性評価） 

海 外 提 携 先 

米国 Joseph J. Blake and Associates, Inc. 
韓国 大一アセット鑑定評価法人(Daeil Appraisal Board) 
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